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r三田学会雑誌」82卷 4号 （1990年 1月）

日 本 機 械 工 業 の 社 会 的 分 業 構 造 （下）

渡 辺 幸 男

< 目 次 >

はじめに
第 1部既存議論が設定している場

1 下請制についての従来の議論—— 高度成長期まで一 

2 効率性重視下請制論の登場とその問題設定 

3 最近の諸見解で設定された議論の場（以上，82巻 3号）

第 2部社会分業構造的視座と地域視点の組み込み（以下，本号）
1 下請制把握の議論の場としての山脈的構造 

2 地域.工業集積視点の組み込み 

3 地域.工業集積視点と工業集積立地

4 地域 . 積視点と工業集積立地~京浜の機械工業についての素描一 

5 山脈的構造型把握と地域視点の組み込み一 京浜の機械工業集積を例に-

第 2 部 社 会 的 分 業 構 造 的 視 座 と 地 域 視 点 の 組 み 込 み

1 下請制把握の議論の場としての山脈的構造

別 稿 （渡辺，1985a) で日本のま械工業での下請制を見ていく際の議論の場として設定したものを 

概念図として示したのが， 第 1 部 に 掲 載 し た 第 1 図である。 これを山脈的構造と名付けた。 これま 

での下請制論における個別親企業にとっての下請構造の概念図であるピラミッド構造（池田，1988, 

p. 1 2 6 )との対比を意識したものである。 この図の詳細な説明については別稿を参照していただく 

として，本稿ではまずこの金を使いながら，筆者の議論の場の設定が何を明らかにしているか， あ 

るいは何を明らかにすることを可能にするのかについて，説明していく。

( 1 ) ピラミッド構造把握の否定. 包摂

第 1 図 が含意していることの第1 は，個別親企業のもとでのピラミッド的な多層的下請構造とし 

て，下請制を把握することの否定である。 特定の親企業の側から下請構造を見るならば，下請構造 

は 1 次 . 2 次 . 3 次と多層的な構造を持ち，す べ て そ の 親 企 業 へ と つ な が る 「末広がりのピラミッ 

ド型の階層構造」 （池田，1988, P.126)の形をとるように見える。 し か し こ れ を 下 請 中 小 企 業 の 側  

から見るならば， 多くの機械工業の下請中小企業にとって，主たる受注先としての親企業は，複数 

以上存在する受注先企業のうちの第1位の受注先なのである。 下請中小企業の多くは，特定の親企
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業に全面的に依存する専属的下請企業ではない。 また， たとえある時点で専属的下請企業であって 

も， 多くの専属的下請企業は，時系列的に見れば，受注先親企業を変化させていることが多いし，：
(3)

また変化させうる存在としての専属的下請企業なのである。

以上のような錯綜した関係を明示的に示すためには， ピラミッド型の下請構造把握は，全く不適 

切であるといえる。下請中小企業が多角的な受注関係を結ぶことを明示化しうる議論の場が必要な 

のである。 同時にこの議論の場は，親企業の側が下請中小企業を選択できることとともに，下請中 

小企業の側も可能性として親企業を新規に主体的に開拓しうることを，下請制の議論に持ち込むこ 

とを可能とする場である必要がある。 もちろん， このことは親企業と下請企業と力;， 同じような立 

場で取引先を選択することができるというのではない。 それぞれの置かれた競争の場の競争状況に 

よって規定され，不対等な形でのみ可能となるに過ぎない。

さらに，特定親企業の側から見て， 自社に従属的な多層的な下請中小企業群の存在も， この山脈 

的構造の中に包摂されるものとして把握される。 ピラミッド型の下請構造把握を否定し， そのうえ 

でそのような構造をも包摂しうる議論の場がこの山脈的構造なのである。

(2) 競争の多層性

山脈的構造として下請制を把握することの第2 の意義は，親大企業から下請中小企業さらには下 

請零細企業までの多層的な競争構造を， その構造の内部に含みうることにある。機械工業の完成品 

メーカーは， 巨大企業から小零細企業までの多様な規模の企業を含み， また，下請企業についても 

中堅企業規模から零細企業規模まで多くの規模層を含むものである。 これらの企業が， それぞれ專 

門 化 • 特 化 し た 製 品 • 加工分野において， その分野の最低必要資本量に規定された規模に応じ， 多 

様な激しさの競争にさらされている。

この山脈的構造の最底辺を構成するのが，家族を中心とした数名で構成される機械加工や組み立 

てに特化した下請零細企業群である。 この層は， 常に新規開業企業の参入にさらされ，機械工業の 

中でもっとも激しい競争状況の下にある。 他方で，機械工業の最大企業規模層を構成する量産型機 

械の完成品メーカー群は，典型的な寡占市場を形成， 中小企業層の過度競争とは大きく異なる寡占 

間競争を展開している。 この両者を両極端として，機械工業の各企業は，基本的にはその分野の最 

低必要資本量に対応した，競争の階層構造を形成しているのである。

山脈的構造では，機械工業での基本的な競争の階層構造を， 図の頂点に巨大完成品機械メーカー 

を置き， 底辺に下請零細企業層を置く構造とすることにより， 全般的な競争のあり方を位置付ける 

ことが可能にされる。 先に指摘したこの図に包摂される特定親企業にとってのピラミッド型の下請 

構造も， この図の中に位置付けられることにより， ピラミッドを構成する下請企業層がどのような

注 〔3 ) 別 稿 （渡辺，1983/1984 (中），p. 23)で検討したように，専属的下請企業であろうとも，状況変化 
に応じて他の受注先を開拓することができるr退出能力」を持った下請企業が存在している。専属的 
下請企業であることは，必ずしも他の企業から受注する能力を持たないということを意味するもので 
はない。 筆者が話を聞く機会を持ったプレス加工企業は経営戦略的に1社専属を選択していた。（渡 
辺）1988 a, pp. 23-24)
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競争にさらされているか明らかになり，寡占的な親企業との取引上の力関係を基本的に規定する状 

況が明らかにされる可能性が与えられる。

(3) 多様な下請関係とその意味

親企業の側から見た場合にも，下請関係は多様に存在する。 ピラミッド型の下請構造を前提とし 

た議論でも，下請関係は，親企業にとって専属的な下請企業との関係あるいは親企業にとって中核 

的 な f i 点外注としての下請企業との関係と，親企業にとって浮動的に利用される周辺的下請企業と 

の関係に， 大きく 二つに分けて考えられている。 し か し こ の 型 の 把 握 に 眼 定 さ れ る と ，下請企業 

にとってこの特定親企業はどのような存在であるのか， 明らかにしにくい場合が出てくる。 例えぱ , 

京浜地域に多く見られるような，主 た る 取 引 先 を 自 動 車 部 品 メ 一 力 一 に し て い る プ レ ス 加 工 に 特  

化した下請中小企業が， ごく一般的に他の業種の仕享も受注している場合（神奈川県工業振興協会， 

1982, pp. 64-65),この企業は他業種企業から見れば周辺的下請企業に過ぎないことが多い。 しかし 

この企業は一方の企業の周辺的企業であり， 場合によっては浮動的に利用される企業でありな力；ら， 

他方では別の企業の重点的下請企業として存在している。 このような存在形態の企業は， ピラミッ 

ド型の下請制把握からははみ出てしまうことになる。 多くの下請企業は多様な下請関係を取り結ん 

でいるのであり， ピラミッド型の下請制把握では， このような関係を把握できないのである。

しかし， 山脈的構造型の下請制についての議論の場の設定を行なうならば， 先にも触れたように， 

下請関係を下請中小企業の側からも見ることができる。 すなわち， 下請関係を下請企業の側から見 

ることにより，現実に存在する錯綜した下請関係を，一方的な形でなく位置付け把握することがで 

きる。 別 稿 （渡辺，1983/1984)で検討したような， 同一の下請中小企業がある親企業とは従属的下 

請関係をむすび，他 方 で 他 の 親 企 業 と は 「白立」 的 下 請 関 係 を 持 つ と い っ た よ う な 下 請 関 係 （渡辺， 

1983/1984 (下)，pp. 16-17)も， この議論の場の設定のもとでのみ，位置付け， 考察の対象とするこ 

とができるのである。

(4) 多様な分野へのつながり

さらに， 下請中小企業を考察するとき重視しなければならないのは，機械加工に専門化している 

下請中小企業の多く力' : , 特定製品の部品の生産加工に専門化しているのではなく， あくまでも製品 

を限定されずに特定の機械加工に専門化しているということである。 ある時点を取れば，特定の製 

品の部品の加工がほとんどであっても，時系列的には異種製品の同一加工への転化の可能性を内包 

しているのが， これらの特定加工に特化した下請企業の特色なのである。

このような特色を持つ下請企業の社会的分業上の位置を明確化するためには，個別親企業別の下 

請階層構造把握ではもちろんのこと， 特定製品別の下請階層構造でも場の設定としては全く不十分 

のものとならざるをえない。

特定加工に専門化した下請企業の側から見れば，親企業の製品の種類よりも， そこから発注され 

る特定加工の内容と量とその将来性こそが問題なのである。 結果的には， その企業の置かれた地理 

的あるいは歴史的状況により， 特定製品の加工に専門化しているとしても， それらの企業は同様な
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加工内容の下請企業を必要とする製品分野において，潜在的な受注可能性を持っていると見るべき

である。

このような下請企業の状況を適切に表わす議論の場として， やはり山脈的構造の把握が不可欠な 

のである。 山脈的構造型把握のもとでは，特定加工に特化した下請企業群は， その加工を必要とす 

る諸製品分野共通の下請企業群として， 製品別に区別されずに，共通の生産基盤として位置付けら 

れる。

( 5 ) 中 小 企 業 の 競 争 の 思 専 門 化 •特 化

下請中小企業がどのような形で専門化し特化しているのかを指摘し， 山脈的構造型把握の重要性 

を強調してきた。 このように議論の場を設定することは， 同時にそれぞれの下請中小企業が， どの 

ような中小企業と競争しているのか， その競争の場も明確化されることを意味する。

それぞれの下請中小企業の競争の相手は， みずからが受注している企業の下請企業全体ではない。 

そ の 中 の 同 一 加 工 工 程 等 に 専 門 化 •特 化 し ている企業と直接的に競争している。 そのうえで， ほと 

んど何らの業務内容も変えることなく既存の下請中小企業に代替しうる同様な加工工程等に専門化 

• 特化し， 他 の 親 企 業 か ら 受 注 し て い る 企 /業群と，「準直接的」 （渡辺，1983/1984 (中)，p. 27) に競 

争している。

このような下請中小企業の競争関係や競争の行なわれている場を明示的に示すためには， ピラミ 

ッド型あるいは製品ごとの下請企業群把握は全く不適切である。 これを示すためには山脈的構造型 

の設定が不可欠なのである。

(6) 従来の山脈的構造型下請把握の問題点

以上， 山脈型の下請制把握のための議論の場の設定の有効性について， ピラミッド要の把握等と 

比較しながら，検討してきた。 山脈的構造型の下請ま造という議論の場を設定することにより，現 

代の錯綜した下請関係や下請企業間の競争関係が， 明示的に把握出来るようになることが明確化さ 

れたと考える。

しかし， 以上の議論の場の設定では， 日本の機械工業の社会的分業構造を日本1 国を単位として 

把握しており， 日本国内での地域視点を入れたものとはなっていない。 すなわち， この設定におい 

ては，特定地域での工業集積やその他の地域的立地条件の存在あるいはその意義について考慮する 

余地が存在しない。

もちろん， 下請関係について考察するさいに， すべての側面において地域視点を入れて考 察 すろ 

必要はない。 あるいは，地域視点を入れるにしても， 労働力供絵状況とか賃金水単，工 場 用 地 .用  

水の供給条件といった，特定地域のみに結び付くものではない，一般的な立地条件だけを考慮に入 

れれぱ十分な場合も存在する。 この問題は，個別工場が他の工場の立地と関係なく立地することが 

できる場合の，立地条件といえよう。

しかしながら，機械工業の下請中小零細企業の中にも，地場産業といわれるような産地型の産業 

での中小零細企業と同様に，地域的な工業集積が存在するがゆえに存立可能となり， また， それゆ
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えに他の地域の企業と異なる機能を果たせる企業層が存在している。 このような企業層の存在を位 

置付け， その意義を明示的に把握することが， これまでの山脈的構造型の設定だけでは不可能なの 

である。

以下では，節をあらため， 下請制についての議論の場の設定に地域視点を組み込むとき考慮する 

必要のある諸点を検討してし、く。

2 地域.工業集積視点の組み込み

( 1 ) 地 域 •工 業 集 積 視 点 と は 何 か

日本の下請制についての研究は，戦 前 • 戦中以来の長い伝統を持っているが， その下請制研究に 

大 きな混乱をもたらしてきたものの1 つが， 日本の下請制についての性急な一般化であった。 特に， 

これまでの研究において性急な一般化の-弊害をもたらしたものは，特定産業そして特定地域の下請 

関係を研究し， そこから得られた結論を直接的に下請制の一般的特色としがちであったことである。

例えば，戦 中 の 大 論 争 で あ っ た 藤 旧 • 小宮山兩氏による下請制論争にしても，両氏の生産関係と 

生産力発展についての理論的理解に関しては共通性が高い（渡辺，1985 b, p. 393)にもかかわらず， 

歴史に残るような激しい論争となったのは， 両氏が具体的に研究対象としていた産業地域が大きく 

異なっていたことが原因の一 ^̂：)であった。一方の藤田氏は主として繊維産業と大阪の問屋制下の機 

械工業を中心に研究を進めていたのに対し， 小宮山氏は主として京浜の機械工業の下請企業を主要 

対 象 と し て い た 〔藤 田 . 豊崎，1943)(小宮山，1943)(渡辺，1985 c, pp. 464-465)。 これらの調査対象の 

実態の大きな差異の存在が，下請制についての認識の大きな差異を生じせしめた側面が存在する。

もちろん，このように業種間における下請制の差異を強調することは，日 本の「下請制」について 

議論することが無意味ということではない。 そうではなくて， 自らが研究している対象が日本の下 

請制の一例であることを常に念頭に置きながら，下請制について語る必要があるということである。

最近の下請制研究では，主として機械工業の下請飼に関心が集中していることにより， 結果的に , 

繊維産業と機械工業の両方の下請制について， 無差別に下請制として比較するような見解は見られ 

なくなっている。 しかしながら，機械工業の中でも， 自動車産業での下請構造と産業機械例えぱエ 

作機械工業での下請構造とは，親企業の側から見るかぎり大きく異なる側面がある。 それにもかか 

わらず， それぞれの業種を機械工業全体の中で位置付けることなく， 特定業種の下請構造をもって ,
(4)

日本の機械工業あるいは日本の下請制の代表としてしまっている議論が依然として存在している。

しかし， 山脈的構造整の場の設定を行なうならば，下請中小零細企業という据野を共有する広義 

の機械工業の一部として， それぞれの機械工業各業種が位置付けられる。 山脈的構造の中で，各業

注 〔4 ) 例えば，浅沼氏は「下請け企業の概念規定」のあいまいさを問題とし，その検討のために自動車メ 
一力一と自動車部品企業との関係を取り上げ，そこでの特徴把握から，即座に下請概念についての独 
自な提案を行なっている〔浅沼，1984)0提案された新たな下請概念把握の妥当性云々以前に， 特定 
の産業の!^定のレベルの企業間での関係の観察のみから下請概念を議論する，方法的問題性を指摘せ 
ざろをえない。
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種の位置付けを行ない， 同時に全体としての機械工業の社会的分業構造を把握し， その中での下請 

関係の意味を考察することができる。 それとともに各業種間の下請関係における差異と共通性も検 

討することのできる場を提供することになる。

それゆえ， 山脈的構造型把握の議論の場の設定における問題性は，業種別の差異を議論の中に包 

摂しえないことではない。 そうではなく，業種別の差異と同時に，下請制についてのこれまでの諸 

議論に混乱をもたらしてきた他の差異である，地域間における下請制のあり方の差異を包S するこ 

とができないという点にある。

この点の重要性は， 下 請 制 の 研 究 の 出 発 点 を な す 藤 田 .小 宮 山 論 争 において， 両氏の主たる研究 

対象が下請制といっても繊維工業と機械工業とに分かれていたことと同時に， 同じ機械工業につい 

ての研究をもとに議論がなされる際にも，大阪の問屋制の後械工業下請企業と京浜の工場制機械工 

業下請企業との差異を明示化しないままに議論され，理解における大きな差異に結果したことにも 

既に示されている。

(2) 機械工業下請中小零細企業の立地条件

か つ て 藤 田 • 小宮山論争時に， 問屋制の機械工業と工場制の機械工業とがそれぞれ日本の国内の 

特定地域に集積し，下請制に地域的差異をもたらしていたように， 当時と現象的には大きく異なる 

力 現 代 で も 同 じ 機 械 工 業 の 業 種 内 で あ っ て も 下 請 関 係 に 地 域 的 な 差 異 が 存 在 し て い る 。 例えば， 

機械加工に特化している下請小零細企業の受注単価一つを見ても，地域間に大きな格差が存在する 

(渡辺，1981, pp. 270-271)。 加工機能としてはほぼ同様の機能を持つ下請企業間に大きな受注単価の 

格差が存在するということは，地域間に下請小零細企業の存立条件の大きな差異が存在することを 

示 唆 する ものといえる。

もちろん， この存立条件の格差にも種々な内容のものが存在する。一般的に言及されるのは， 労 

働力市場の地域的な差異であろう。低賃金かつ豊富な不翦練労働力を確保しうる地域が存在する一 

方で，相対的に高賃金ではあるが熟練労働力を確保しやすい地域も存在している。 さらに日本の機 

械工業の場合，地価の高低も立地に大きな影響を与える要素といえる。 その他の経営資源である資 

本の調達の容易さや原材料の供給確保については， 日本国内であれば，下請中小企業の工場の立地 

に大きな影響を与える要素とはいえないであろう。

もう一つ一般的に下請中小零細企業の立地に影響を与える要因として習意すべき点は，主たる受 

注先への近接性の必要性である。 下請仕事の内容により，必要な近接性の程度は異なるが，通常， 

主たろ受注先に近ければ近いほど，立地条件としては優れたものとなるといえる。

第三の下請企業の立地に対して影響を与える要因として注目すべきは，既 存 の 機 械 工 業 の *積 が  

下請中小零細企業の立地に与える影響である。工 業* 積が存在し， そ の *積 が 下 請 中 小 零 細 企 業 に  

存立の基盤を提供するが故に， それらの企業が存立可能となっている場合である。

以上の下請中小零細企業の立地を決定する主要な要因は， それぞれ独自の要因であり，既存のエ 

業集積の集積度を高める方向とか，逆に低める方向分散の方向といった，一方的な方向づけを与え
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る要因としては作用しない。

安価かつ豊言な労働力や工場用地の供給といった条件は，既 存 の 工 業 *積 あ る い は 都 市 地 域 か ら  

下請中小零細企業を分散化させる方向に作用する。 同じ労働力供給の条件であっても，逆に熟練劳 

働力の確保の容易さというような条件は，既存の工業集積内に立地することを有利にさせるといえ 

よう。

また，主たる受注先企業への近接性という立地条件の場合も，専属的な下請企業であるならば， 

その他の条件がかわらなけれぱ，受注先企業に近接したほうが有利となるであろう。 しかし，受注 

先が分散的であり， かつ変化していくような下請企業にとっては，特定受注先に近接することより 

も， 多様な仕* を受注する機会の多い既存の工業* 積内に立地するほうが有利となろう。

前者のような専属的下請企業であれば，主たる受注先企業が豊まかつ安価な労働力や土地を求め 

て既存の工業集積から離れて立地するようになれば， それに応じて既存の工業集積から離れていく 

ことになろう。 後者のような下請企業であれば，主たる受注先が工業集積を離れて立地することに 

なれば，主たる受注先を変え，既存の工業* 積内で別の受注先企業を捜し出し， これまでの立地を 

維持する方向に動くといえよう。

さらに， 第 3 番目の立地決定要因である下請企業の存立条件としての工業* 積の場合は， このよ 

うな存立条件に依存する度合いの強い企業であればあるほど，相対的に高価な土地を利用しても， 

高賃金の労働力を雇用しても，既存の工業集積内での立地を維持することに最大限の努力を払うこ 

とになろう。 たとえ必要な工場用地の広さを確保するために工場移転を余儀なくされても，既存の 

工業集積地内かあるいはそれにできるだけ近接した周辺地に新規立地の工場用地を求めることにな 

ろう。

以上のような立地を決定する要因が強く作用し，下請中小零細企業が立地要因の差異によって， 

多様な地域に多様な立地条件に従って立地するようになった背景には，人，物，情報の流れが，従 

来以上に迅速かつ円滑化したことがある。 例えば， 高速道路網の発達と運輸機構の整備は， 旧来の 

工 業* 積地域へー晚のうちに製品を搬入することを， 日本国内のほとんどすべての地域の企業にと 

って可能とした。 また， ファクシミリ等の通信手段の発達は，注 文 *や 仕 様 言 等 の 送 付 を ご く 短 時  

間なものとした。

このような人，物， 情報の迅速な流れの実現は， これまで立地を狭い範囲に限定してきた制約要 

因の多くを，顕著に弱めている。 仕様言の授受や製品の翌日搬入の問題が立地の制約条件であった 

ような仕ま内容の場合は， 現在では高速道路網へのアプローチが容易な土地であれば， 下請中小零 

細企業をほぼ日本全国すべてに立地可能としている。

同時に，既存の工業地城での都市化の一層の進展は， 労働力の確保をより高値かつ困難にし，エ 

業用地の確保を難しくし，既存の工業* 積内の企業を集積外へと移転させる圧力を強めている。

このように全体的には，下請中小零細企業を既存の工業集積から分散化させる力が働きながら， 

他方で1980年代前半までの東京城南地域のように，工場数を増加させる既存の機械工業集積地も存
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在した。 このことは，基 礎 的 条 件 と し て 分 散 地 を 可 能 に さ せ る 条 件 が 強 化 さ れ ， 労働力確保のよ 

うに分散立地を必要とする条件も強まりながら，他方で，既 存 の 工 業 *積 が 持 つ 下 請 中 小 零 細 企 業  

の存立を支えろ機能も維持され続けていることを示唆している。

工業集積内に立地することが不可欠の下請中小零細企業は集積内に残り， それ以外の下請中小零 

細企業は集積外へと移転し，両者の樓み分けが形成された。工 業 *積 内 の 下 請 企 業 と 工 業 集 積 外 の  

下請企業との機能の分化が生じたからこそ，一般的な立地条件が工業集積地で非常に不利になった 

後にも， 両方への立地が見られると考えることができる。

この下請企業の果たす機能の分化を明示的に意識し， 下請企業が立地するそれぞれの地域の下請 

機能の内容を明らかにしていく視点が，地 域 • 工業* 積視点である。

なお， この際重要なのは，既存の機械工業集積地であっても，工業集積の内容により， その地域 

の下請企業が果たす機能には差異が存在するという点である。工業集積の内容と先に見た立地条件 

とが，地域の持つ意味を多様にし，特定地域の下請企業群が果たす機能を規定している。

3 地域 • 工業集積視点と工業集積地立地

前節で，立地を決める基本的条件と， それを可能とする基礎的な状況について，簡単な形ではあ 

るが整理し示した。 本節では， 労働力や土地.工場用地の面で大きなマイナスの条件を負っている 

既存の工業集積，特に東京の機械工業集積において， そのような条件にもかかわらず下請企業を存 

立可能にしている条件は， どのようなものとして把握できる力S 基本的な整理視点を示し， それと 

の関連で既存の議論のいくつかを紹介する。

既存の東京等の大都市にある機械工業集積地にある下請企業が，先にみたような多くの立地条件 

において非常に不利な条件下にありながら，工業集積地外に立地する他の下請企業と異なる機能を 

果 た し そ の 結 果 と し て 存 立 し て い る 主 た る 理 由 は ， これらの企業が個別下請企業として独自の機 

能を持っているということではない。 そうではなく，工業集積内の下請企業集団あるいは集団群と 

して存在することにより，集団の一員として独自の機能を果たすことが可能となるからである。

集団として存在することにより初めて可能となる独自の機能の存在ゆえに，東京の城南地域のよ 

うに，低賃金労働力どころか労働力そのものを確保し難い極度に高地価な地域でも， 高い受注単価 

で下請仕事を受注することができることとなる。 こ の 一 般 的 に は 存 困 難 な 状 況 を 克 服 で き る だ け  

の機能は何か，集団として存在することにより可能となる機能をもたらす根挪や理由は何か， その 

結果として工業集積内に立地することの意味を下請関係全体の中でどう位置付けられるか， これら 

の 点 を 見 る の が 地 域 • 工業集積視点なのである。

この際重要なのは，個別の下請企業についてみるならぱ， その加工内容そのものは， 多くの場合 

既存の大都市の工業集積地の下請企業でも農村部立地の下請企業でも， 余り差異がないということ 

である。 もちろん，特定加工への専門化•特化の程度の高い企業や非常に高水準の加工能力等を保 

持した下請企業は， 大都市の工業集積地に多く見られ，農村部には稀有といえる。 しかしながら，：
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大都市の工業集積内には，農村部の下請企業と同水準の加工を行なっているような企業も多く存在 

している。 これらの企業も高賃金や高地価という条件を，相対的に高受注単価を実現することによ 

り一応克服している。

以上のような集団として立地しているが故に優位性を持つという問題を考察する際には，工業集 

積内の優良企業の存在の指摘と， その優良性の分析のみでは全く不十分である。 あくまでも集団の 

もつ集団としての機能と， それを可能とする根拠とを分析する必要がある。 このような地域工業*  

積視点を持った議論には， 大 き く み て3 つの流れが存在する。 第 1 番目は農村部での機械工業下請 

企業の増大を中心に分析した研究， 第 2 は経済地理学の視点から大都市の工業を分析した研究， 第 

3 に各行政単位の工業中小企業振興の視角から下請関係をも考察した調査研究である。

機械工業での下請関係を軸とした調査研究で，地域視点を明確に意識して行なわれてきた代表的 

なものは， 大都市地域の工業* 積についての研究ではなく，農村部への下請企業の新規立地の動き 

を中心とした研究にお い て で あ り ， こ れ が 第1 番目の流れとなる。 その代表的なものが1970年代半 

ば に 行 な わ れ 第1部でも簡単に紹介した， 中央大学経済研究所による日立地区の日立製作所とその 

階 層 的 下 請 構 造 に つ い て の 調 査 研 究 （中央大学経済研究所，1976)である。

この調査研究それ自体の紹介あるいは評価や位置付けについては別稿 (渡辺, 1985 b ) (渡辺，1985 

C ) で行なっているので， ここでは地域視点の組み込みを中心に見る。 この研究では，調査の対象 

を日立地区に立地する日立製作所の諸工場と， 日立地区とその周辺に立地する日立製作所の下請企 

業群とに限定している。 そのことにより , 調查研究の対象となった下請企業群は階層的構造を持ち , 

その多層的下請関係の最底辺は日立周辺の農村部の下請零細企業であり， 独自の機能を持ち，地域

的な面で明確な特色を持つ下請企業群となっている。

すなわち， 中央大学経済研究所の日立地区の下請企業の研究は，地域を限定したがゆえに， 日本 

の大企業の下請金業利用の一側面， つまり，農村部の低賃金労働力を余さず動員する媒介環として 

の多層的下請構造利用を， 明白に示しえたといえる。

第 2 の流れとしての経済地理学からの研究は， 大都市部機械工業下請企業について， 地域視点を 

明確に意識して研究を行なっている。 この視点から東京の城南地区の機械工業小零細企業をとりあ 

げた代表的なものとして， 竹内淳彦氏の研究成果がある。

この視点からの議論の大きな特徴として， なによりも工業集積の観点からみていることが指摘さ 

れる。工業室積を構成する集団の構成部分を析出することにより，個別親企業から見るのとは大き 

く異なる下請関係理解が可能となっている。

すなわち，東京城南の工業集積を支える重要な要素として，機 械 加 工 に .門 化 し た 小 零 細 企 業 か  

ら な る 「底辺産業」 が存在していると指摘される。 これが，一方で非量産型の機械完成品の生産メ 

一力一の存立を可能にし，他方で大企業の試作品等の生産も可能にするとしている。 また，底辺産 

業 企 業 は 「同部門， 異部門の工場との交流を行ない」 （竹内，1988, p. 130),その:ことにより多様な 

注文に応えることができているというのである。
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ここに， 内容的には示唆に留まっているとしても，工業集積地の企業群を独自の機能を持つ企業 

群 • 層の集合体として把握する必要性が示されている。個別企業間の下請関係把握では理解できな 

い， 下請中小零細企業の存立基盤の存在の示唆なのである。

しかも， その存立基盤は■ 団内の下請企業間の相互補完関係， あるいは集団間の相互補完関係に 

より，形成されていることが示唆されている。 このような把握の仕方に， これまでの下請企業研究 

にはなく，経済地理学的な工業集積の分析から得ることのできる重要な視座の提起が存在している。

第 3 の流れである機械工業の下請企業が多数集積する地域の自治体による工業集積の調査研究は， 

自治体による地域の産業振興の一環として， 多数存在している。 例えば，東京城南の工業集積の中 

心地である東京都大田区の場合，1970年代から数年おきに大規模な調査が行なわれ報告書が出版さ 

れている。 最近でも，1986年と1989年に大田区の機械金属中小零細企業を中心とした調査研究報告 

言 （大田区，1986)(大田区，1989)が出されている。

自治体による一連の調査研究は，大都市の機械工業下請企業の工業集積が依然として活力を持ち， 

多くの高度に専門化した加工専門企業を要していることを明らかにしている。 また，地域の企業を 

詳しく見ていくことにより， 下請企業の専門化の内容や地域的な受発注の連関を解明している。 し
C5)

かも， これを地域全体について，量的にも把握できるものとしている。

しかし，下 請 企 業 の 受 注 • 発注等の関係が広範囲でありかつ多様であることにより， 行政単位を 

軸とした調査研究は多くの制約を受けざるをえない。 しかも， 日本一国を単位として産業分析をす 

るには，地域性が強いという特徴があり， 本来の機械工業の下請企業の工業無積の分析に必要な地 

域設定という点で， 自治体による調査研究は中途半端な設定になりがちとなる。 自治体が地域産業 

振興のために行なっている調査研究を，機械工業の下請関係研究に地域視点を組み込むための重要 

な基礎的資料として利用すると同時に， 自治体の行政単位の調査にこだわることなく，工業集積の 

あり方を実態に則して考えていくことが必要といえよう。

以上，下請関係と地域視点のどちらを軸に行なった研究かは別として， 両者の接点での調査研究 

を行ない，一定の成果を上げている3 つの流れを， ごく簡単に紹介した。 なお，経済地理学からの 

接近と自治体の産業振興の立場での研究には，先にふれた以外に膨大な研究の蓄積があるが， ここ 

では本論文での関心の対象である東京城南を対象とした研究の一部を紹介するにとどめた。

これらの既存の議論の検討から得られた点は， 第 1 に，特定地域の下請企業にはその地域独自の 

存立条件が存在するということである。 これは農村部で新規立地した下請中小零細企業群が， 日立 

製作所との近接立地のもとでの低賃金労働力の階層的動員機構であることを解明した， 中央大学経 

済研究所の研究成果といえる。

注 （5 ) 例えば，渡 辺 （1979b)は， 墨田区が行なった詳細な産業調査の原資料を利用することにより，機 
械金属加工に専門化している零細企業について，都市の加工専門化零細企業が持つ錯綜した取引関係 
を，事例的にだけではなく量的な大きさを含めて明らかにしている。 このような量的な把握は，自治 
体による綿密な調査があって初めて可能となるものといえる。

160 ( 828 ')



第 2 の点は，特定地域の下請企業層を， 単なる規模による階層としてではなく，特に低賃金労働 

力動員の階層としてのみではなく， いくつかの構成要素からなるものとして把握することの重要性 

である。 大都市の機械工業の工業集積においては， 下請中小企業層がいくつかの独自の機能をもつ 

企業群によって構成されているという特徴がある。 下請企業を個別に見るのではなく，企業群を構 

成し，企業群として独自の機能をもち， その企業群がいくつか集まることにより， 大 都 市 工 業 *積  

で独自の機能をもつ存在として見る必要がある。 このような工業集積への視角が，経済地理学的研 

究により示唆されたといえる。

第 3 番目は，地元自治体の産業振興のための調査研究が広沉に行なわれていることにより，下！# 

制について地域視点を組み込んだ研究を行なうために必要な基礎的資料の大量蓄積があることであ 

る。われわれが具体的に研究を進めていく際に， これらの成果をまず第一の接近として利用し， 生 

かすことが肝要である。

4 地 域 . 工業集積視点と工業集積立地—— 京浜の機械工業についての素描——

3 でこれまでの地域視点を取り入れた研究について， そのごく一部を簡単に紹介した。 そこで得 

られた示唆は，下請企業にとっての地域独自の存立条件が存在するということ，東京の城南を中心 

とした京浜の機械工業中小零細企業を問題にするには， そ こ で の 独 自 の 工 業 *積 の 意 義 を 考 慮 に 入  

れる必要があること， 自治体による調査資料の* 積を有効に利用することの必要性の3 点である。

以下では， これらの点を念頭に置きながら，下請中小零細企業を中心にみた京浜地域の機械工業 

の社会的分業構造と工業集積の果たしている独自の機能について， 素描を行なうことにする。 この 

素描を通して， 日本の機械工業の下請制について考察する際に，社会的分業構造を山脈的構造とし 

て把握し， それに地域的視点を組み込むことが有効であることを例HEしていく。

( 1 ) 工 業 *積 の 範 囲

まず議論の出発点として，京浜地域の機械工業の工業無積の範囲をどのように考えたらよいの力、， 

見ていくことにする。 京浜の機械工業中小零細企業* 積の中心といえる東京の大田区だけで，1985 

年 に 機 械 工 業4 業種と金属製品製造業の5 中分類* 種 に 属 す 工 場 が6,729存在している。京浜地域 

を包摂する東京都と神奈川県合計で見ると， こ の5 業 種 に 属 す 工 場 の 数 は51,121と な る 〔大田区， 

1987)〔神奈川県，1987)。 このうちどこまでを京浜の機械工業集積として考えたらよいのか， これを 

確認する必要がある。

その際注意すべきことは，本来的には工業* 積の範囲は，工業集積の実態の解明の結果として最 

終的に決められる性格のものであるということ， さらにこの工業集積のもつ機能に itsじた取引関係 

の広範囲性ゆえに，工業參積の範囲を確定するためには生産上の取引範囲の確認だけでは不十分で 

あ る こと， この 2 点で ある。

京浜の機械工業集積そのなかの下請中小零細企業の大きな特徴の一つは， 小零細企業も含めて，i 

その受注先の分布が広範囲に渡ることである。 例えぱ大田区の従業者20人から49人の規模の工場の
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場合， 1 工場当たり平均68件の受注先を持ち， そ の う ち 4 分 の 1 強の26% が関東以外の企業となっ 

ている。 大田区内の受注先企業の比率が14%であることからも， その広域性が理解されよう。 従業 

者 4 人 か ら 9 人規模の工場でも自区内の受注先企業の比率は35% と4 割 以 下 に 留 ま っ て い る （大田 

区，1986, P.15の。 このような取引関係の広域性の中で，工業集積としての機能に応じて，集積の範 

囲を考える必要があろ。 同様に外注先企業の地域分布で見ても，20人から49人規模の工場で外注先 

企 業 の 5% 近くが， 関 東 以 外 の 企 業 と な っ て い る （大田区，1986, P.17の。 受発注関係全体で見るか 

ぎり，工業集積の範囲を京浜地域ないしはその一部に吸定することは難しい。

このように取引関係が広範囲であることから，燕の洋食器産業といった産地型の産業におけるよ 

うに，生産をめぐる取引範囲を軸に工業集積の範囲を考えることは出来ない。 先に指摘したように 

工 業* 積の独自の機能についての具体的な把握をふまえ， その独自の機能を可能にしている企業群 

の集積範囲を考え， それに従って工業集積を考える必要がある。

京浜の機械工業の集積の独自の機能とそれを可能にしている存在についての検討結果を先取りし 

て示せば，次のようになる。 すなわち，京浜の工業集積の他の機械工業地域と異なる独自の機能と 

して， 「どのような少単位の生産でも， またどのような加工でも可能にする」 〔竹内，1978, p. 128) 

機能をもち，必要に応じて，必要な量だけ， 高水準の品質で迅速に供給可能である点が指摘されう 

る。 発注量と内容に変動や変化の大きな多種少量生産の機械や部品の生産そしてそれらの部分加工 

を，単品ものや試作ものまで含めて行なうことが可能であり， かつ高度な加工水準と納入の迅速性 

を持ってそれを行ないうるというのが， この工業集積 の 独 自 の 機 能 と い え る （関，1988, P.95)。

このような機能を果たしうる中心的な存在は， どのような量の加工も引き受ける多様な加工分野 

に専門化した加工専門の下請中小零細企業の集まりといえる。 このような企業が， どのようにして 

先にみたような発注側企業の要望に対応することができるのか， しかも半端な仕ま;を受注しながら 

経営を維持できるのかについては，後ほど素描を行なう。 ここではとりあえず， このような企業が 

大 田 区 • 品 川 区 . 目黒区の東京城南地域と川崎市と横浜市とに存在していることを指摘しておく 

(関，1988, P.95) 。 しかも， これらの地域は， このような内容の仕事を発注する側の企業から見て，

—体 の 存 在 と し て 把 握 さ れ て い る （渡辺，1989, PP.23-24) 。

このような独自な機能とそれを可能とする存在の立地範囲および一体性から見るならば，京浜地 

域 の機械工業の工業集積を東京城南地域 • 川 崎 市 • 横浜市を範囲とするものと見ることができよう。

( 2 ) 工 業 *積 を 構 成 す る 企 業 群

東 京 城 南 地 域 （大田区• 品川区• 目黒区）• 川 崎 市 • 横浜 市 の 機 械 金 属 工 業5 中分類業種に属す工場 

群は，1985年 に 約 18, 000の 多 く を 数 え る （東京都，1987)(神奈川県，1987) 。 これらの工場群は以下 

に 見 る よ う な4 つの企業群によって主として構成されているということができる。 第 1 の 企 業 （エ 

場）群は， 量産塑機械生産大規模メーカーの研究赌発• 試作部門と多種少量生産型大規模機械生産 

大 規 模 メ ー カ ー の 生 産 • 研 究 開 発 • 試作部門からなる， 大企業の工場群である。 第 2 の企業群は， 

完成品機械や完成部品を生産する中堅 • 中小の機械メ一力一の企業群である。 これらの企業が生産
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する機械や部品の多くは， これらの企業の製品の中でも， 多種少量あるいは注文による単品生産の 

製品である。

第 3 と第4 の企業群は， いずれも下請企業である。 そ の 中 の 第 3 の企業群は，特定加工に専門化 

し， かつ当該加工工程については高度な加工技術水準を実現している中小企業群からなる。 第 4 の 

企業群は， 同じく特定加工に専門化しているが， その存立の根拠が熟練労働にあるような小零細企 

業群である。

a 第 1 の 企 業 （工場）群 一 一 大 企 業 研 究 開 発 • 試作部門化工場群

第 1 の 企 業 （工場）群である大 企 業 工 場 群 は ， かつてはそれぞれの企業にとっての量産製品を中

心とした主要製品の主力生産工場であった。 それが企業の規模の拡大の過程で，主力工場を日本国

内の他の地域や海外の工場に譲り， 多種少量生産品の生産や研究開発や試作のための工場へと転換

したものである。 例えば， 日本電気の川崎にある玉川工場や日立製作所の横浜工場は， いずれもか

つてはそれぞれの企業のテレビの量産主力工場であったが， 現在では量産工場を首都圏外の工場に

移し，研究開発や試作中心の工場となっている。 もちろん，主力工場を首都圏外へと移転させた企

業の中には，京浜地域にあった工場を閉鎮してしまった企業も多い。 しかし， 多くの大金業工場が

工場としての性格を大きく変えながらも， 何らかの生産関連機能を保持する形で， 依然として存立 
(6)

している。

これらの工場群は外注利用という面から見ると，量産型の機械生産工場とは大きく異なり，多種 

少量生産あるいは単品生産の部品や加工を，変化と変動が激しい形で発注することになる。 しかも， 

要求される品質水準や加工水準としては，産業用機械や試作品の部品や加工ということで，量産型 

の製品並みあるいはそれ以上のものを必要とすろ。納期という面でも計画性の乏しいものや迅速性 

を必要とする発注が多くなる。 また，発注内容の変化が激しいことや試作品という製品的に完成さ 

れていないものであることにより，必要に応じて随時受注企業と打ち合わせができることが必要と 

される発注が多くなる® 向が存在する。

受注する側から見れば，手聞がかかる面倒な加工でありながら， 受注量が安定しないことにより， 

特定の製品や工場からの受注に，安定的に依存し難い内容の受注が多いということになる。 た だ し  

当然のことながら受注単価としては，量産型の製品の場合よりもより高い水準になるといえる。

このような外注利用をする必要性から， これらの大企業工場群は，近隣に，必要なとき必要なだ 

け利用でき， かつ部品生産や加工において高い品質や技術水準を持つ下請企業群の存在を不可欠と 

する。 しのような下請企業群は，量産型工場か必要とする，相メホ的に安定的に発注される部品や加

注 〔6 ) 日本経済研究所今井義治氏による，首都圏に機械金属工業関連の主要工場をもつ79社についての有 
価証券報告言に基づく研究によれば， 1987年にこれらの企業の生産関連の主要*業所が首都圏全体 
で239あるうち，東京都大田区. 品川区. 川Hit市 . 横浜市に79あり，そのうち4割弱30事業所が有価 
証券報告書上で研究. 開 発 . ソフトウェアに携わる事業所として確認されている。また，1973年から 
1987年にかけて，後者の地域で10事業所が減り17事業所が増えている力:，増加した*業所は全て研究 
. 開 発 . ソフトウュアに携わる事業所である〔今井，1988) 。
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エを， 高い品質水準でかつ相対的に低い工賃でこなしていく下請企業群とは大きく異なる。：

b 第 2 の企業群—— 中 堅 • 中小機械完成品メ一力一群

第 2 の企業群は，大 企 業 で は な く 中 堅 . 中小企業というべき規模の企業であるが， 自社製品とし 

ての完成機械や完成部品を生産している企業群である。 これらの企業が生産している製品の多くは， 

その市場規模が比較的小さく， 大企業が進出していない， いわゆる隙間市場の製品である。 多くは 

特定用途の産業用機械であり， 市場規模が小さいと同時に，設備投資需要の変動に応じて需要の変 

動も大きな分野である。 しかし，産業用機械であることにより， 高い精度等の高品質水準を必要と 

するものである。例えば， A 社は大田区に立地する従業者20名ほどの企業であるが， 熱可塑性樹脂 

の中の発泡体成型機については国内市場占有率70%と い う 寡 占 企 業 で あ る （渡辺，1988a, pp. 16-17)。 

あるいはB 社は，川崎に立地し， 1 台数千万円である粉末成型プレス機を年100台余生産し，市場 

占有率という点では国内市場で60%であり世界市場を米国と西独の企業と3 分する寡占企業である 

力*S 従 業 者 規 模 としては 120名の中企 業 であ る （渡辺，1989, P.6, P.U )。 このような企業の例から 

も分かるように， これらの企業は，企業規模としては大企業ではないが， 販売市場の広がりとして 

少なくとも日本全国を市場としており，積極的に輸出を行ない世界市場で高い市場占有率を維持し 

て い る 企 業 も 存 在 し て い る 〔渡辺，1989)(大田区，1986, pp. 38-43)(大田区，1989, pp. 112-115) 。

これらの隙間市場を主たる領域とする完成品機械や完成部品の中堅 • 中小企業の製品は， 大企業 

の京浜地域の工場と同様に， 多種少量生産の製品である。 筆者の調査によれば， 1 台数百万円から 

数千万円の機械を年産百台前後から数百台生産する企業がほとんどである。 しかも， 同じ用途の機 

械を百台前後生産するといっても，実際に同じ機種をそれだけ生産するのではなく， 需要に応じて 

多様な機種を生産することになる。 年産数十台の規模で受注可能な機種もあれば，数台しか受注す 

ることのないような機種もあり， これら を 合 計 し て 百 台 前 後 と な る （渡辺，1989, P.6) 。典型的な多 

種少量生産であり，かつ高度な加工水準を必要とする製品内容なのである。

これらの製品内容を^^つ企業の外注利用上の特徴は， 当然のことながら量産型機械メーカーの外 

注利用と大きく異なり， 大企業の研究開発や試作部門の外注利用と似た側面を持っている。 神奈JII 

県に立地するこの企業群の企業を調査した別稿（渡辺，1989) での分析結果を引用してその特徴を要 

約的に示せば， 以下のようになろ。「これらの企業は数多くの外注企業を， 多様な加工分野にわた 

り，広域的に利用しているということができる。数十社の外注企業を利用しているのが平均的であ 

り， 部分的な加工から完成品外注という形態まで含めた多様な形態で利用しており， 北海道や九州 

に立地する企業を利用している事例もいくつか見られた」 （同，pp. 24-25) 。

その中で， 「変化の激しい数のまとまらない部品の加工等の外注については， 首都圏の外注企業 

さ ら に は 立 地 地 域 周 辺 （自区 . 自市内. 隣接区市等）を利用する値向が強く見られること丄このこと 

が r量的にまとまらなくても自由に外注に出せるような受皿としての工業* 積の存在が， 存立にと 

.って不可欠になっていること」 （同，p. 25 )を意味していることが一方の特徴として指摘される。

同時に，「ある程度量がまとまり常時流れている部品や製品については， 外 注利用の広域化が進
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展し，近い将来においては日本国内に限定されず，韓国等からの鋳物とそれに付随する機械加工も 

調達利用するといった状況も示唆されるようになってきている」 （同，p. 2 5 )こと力:，外注利用の他 

方の特徴として指摘される。

このような完成品機械や完成部品メーカーの外注利用の特徴から， これらの企業が外注利用面で 

の立地地域との関わりにおいて， 全面的に地元工業集積に依存するのではなく， 存立上不可欠では 

あるがしかし部分的にのみ特定の内容の外注利用において， 地元の工業集積に依存していることが 

理解される。

以 上のような特徴を持った第2 の企業群であるが，企業群としてどの程度の量であるかが問題と 

なる。 別 稿 （渡辺，1989, pp. 11-13)で行なった大田区の機械金属工業についての推計によれば， 第 

2 の企業群の出荷額と外注額の合計は， 大田区に立地する工場の出荷額の2 割を超えるといえそう 

である。 大企業工場の比率の高い川隋市と横浜市を含めるならぱ， 問題とする工業ま積全体として 

は 2 割より低い水準となるといえるかもしれない。 しかしいずれにしても， 第 2 の企業群が量的に 

も無視しえない大きさで， この工業集積を構成しているということはできよう。

C 第 3 の企業群—— 高度技術の特定加工専門化中小企業群

第 3 の企業群は， 第 1 と 第2 の企業群とは異なり， 自社製品を保有するのではなく，特定加工に 

専門化し主として下請加工をしている企業群である。下請企業として， この層は第4 の企業群とと 

もに，数の上では京浜の機械工業の工場の過半の部分を占める。 例えば，特定加工に専門化してい 

る工場の比率を大田区の例で見ると，少 な め に 見 て も8 割の工場はこれに該当すると見ることがで 

き る 〔大田区，1986, P.93) 。 特定加工に専門化している企業のうちの従業者10人以上の規模の企業 

群が，高度な加工技術を持った上で特定加工工程に専門化している企業を多く含むと見ることがで 

きる。 もちろん，従業者数名の企業の中にも， 高度な加工技術を保有している企業も，絶対数とし 

ては数多く存在している。 しかし後ほど見るように，零細企業の多くは最先端の高度加工技術を保 

有しているとはいえない。 この意味で， 同じ特定加工に専門化した下請企業群であるが， 従業者数 

名規模の企業群と10名前後以上の企業群とを分けてみていくことが必要なのである。 この点は以下 

で見る受注先の分布等においても， かなりはっきりと見て取ることができる。

この企業群の企業の特徴を見ていくに当たり， まず具体的な事例を簡単に紹介し， どのような意 

味で高度な技術を持つ企業群であるのかを確認しておく。 大田区の埋立地である京浜島に立地する 

C 社は， 小ロットのプレス加工を中心とする従業者40名の部品メーカーである。 この企業の特色は, 

好んで手間がかかり面倒な小ロットの部品加工とそれに関連するサプアッセンプリの仕享を受注し 

ていること， 大手機械メーカーが開発したての時期にN C 機器をシステムで導入し，機械メーカー 

とともにノウハウを蓄積したということやC A D の導入に見られるように，最先端の加工技術を保 

有 し て い る こ と に あ る 〔渡辺，1988b, PP.25-27) 。 同じ大田区に立地するメッキ加工の専門企業であ 

るD 社は，従 業 者 80名であり，100社ほどの受注先企業を持っている。 D 社の特徴はメッキ搬送の 

自動制御装置を自社開発し， 1 C リードフレームのように高度なメッキ加工を必要とする加工を主
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力 と し て い る こ と で あ る （渡辺，1988 a, p. 29)。

以上のような企業が第3 の企業群の中でも先端を行く企業といえる。 注意すべきことは， このよ 

うな企業は平均的な企業ではないが，例外的な存在でもないということである。 最新鋭の機械を導 

入し， その利用について独自のノウハウを蓄積しているような企業， 自社の専用機械を開発する能 

力を持つような企業が，例外的ではなく存在しているのがこの企業群である。

このように高度な加工技術を保有している特定加工専門化企業からなる企業群であるが故に， こ 

れらの企業の受注先企業の地域的広がりは， 非常に広範囲なものとなっている。 例えば， 大田区の 

従業者規模10人から29人 の 切 削 . 研 削 . 研磨加工に専門化している企業の受注企業の地域分布を見 

ると，東京城南と川崎市で3 5 % ,その他の首都圏が4 3 % ,その他が15%となっている（大田区，1989, 

P.28)。 また， 別 稿 （渡辺，1988 a, p. 3 3 )で報告したように， 大田区の加工専門化中小企業の14事例 

の中で最小の受注先企業分布の企業で， 関東圏全域に渡る受注先企業を持つという享例であった。 

多くの企業で関東圏を越えて受注しているということができよう。

さらに，特定加工に専門化した企業の専門化している加工分野は，非常に多様性に富んだものと 

なっている。 锻 造 . 鋳 物 . メッキといった公害規制との関連で都市に立地しにく くなっている分野 

の企業も含め， 従 業 者 10人くらいから数十人規模の多様な企業が立地している。「機械工作に関す 

るあらゆる加工機能と高度な技術を蓄積してきた」 （関，1988, p. 95)地域となっているのである。

次にこれらの企業の外注利用上の特色を見ていく。 多くの専門加工工程に特化した企業は， 社内 

の加工に技術的に補完関係にある特殊加工を外注利用している。 プレス加工の場合の金型製造やメ 

ッキ加工， 锻造加工における特殊機械加工， 鋳 造 加 工 に お け る 木 型 加 工 の よ う な 例 で あ る （渡辺， 

1988 a, p. 3 4 )o 同時に，量的な補完として， 加工内容として社内とほぼ同じであるが， 半端で量が 

まとまらず，受注が不規則であり変動が激しい， しかも迅速な納入を必要とするような部分や，最 

先端の技術を必ずしも必要としない部分について外注利用している（渡辺，1988a, p. 35)o

以上のような補完的外注利用とともに注目すべき外注利用として， 特定加工専門化企業が受注窓 

ロとなり， まとめ役的あるいはオーガナイザー的に外注利用する場合も存在する。例えば， 大田区 

に立地する従業者250名ほどでプレス加工を仕事の中心の一つとするE 社は， 0 A 機器のプレス部 

品生産のため， プレス関係と組立で130程の外注企業を常時利用し， その部門の外注依存度は60% 

を超えている。 E 社の業務の中心の一つは， この多数の外注先の地元小零細企業を管理し，外注先 

企業の加工したものを検査し，社内の加工能力を大幅に超える加工能力を保持することにあるとい 

え る （渡辺，1988 a, pp. 24-25)oまた， 従業者10人程度で治工具生産を中心とし，数 個 単 位 の ロ ット 

製品の機械加工を専ら行なっているF 社も，専従の外注管理者をおき，百社ほどの外注先小零細企 

業を利用している。 多数の外注利用可能企業の存在を前提とした受注活動を行ない，地元の小零細 

企業にとっては受注の窓口的存在， 受 注 業 務 の 代 行 者 的 存 在 と な っ て い る （大田区，1989, P.11の。] 

これらの企業は，大量の小零細企業を利用することを前提とした特定加工専門化企業といえる。： 

次に，外注先企業の地域的広がりについて， 受注先企業の地域分布と比較するならば，相対的に
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より狭い地域の企業に外注しているといえる。 例えば， 大田区の従業者10人から29人の規模の切削 

• 研 削 • 研磨加工専門化企業の場合，東 京 域 南 と 崎 市 の 外 注 先 企 業 が 77%をしめ，受注先企業の 

場合の35% とは大きく異なってい る （大田区，1989, P.28) 。

d 第 4 の企業群—— 熟練依存の特定加工専門化小零細企業

第 4 の 企 業 群 は ,特 定 加 工 に 専 門 化 し ているが，高度技術等の導入ではなく，熟練労働にその存 

立の基礎を見出しているような企業群である。 これらの企業は従業者規模から見るならば，業主と 

家 族 あ る い は そ れ に1 • 2 名の被雇用者を加えた従業者からなる，数名規模から10名程度までの企 

業ということができる。主として熟練労働者である業主を主たる労働力とする企業， 小零細企業で 

ある。工 場 数 か ら 見 れ ば7 〜 8 割を占める企業群であり，1970年代後半以降の京浜地域の機械工業 

で工場数をふやしている規模層でもある。

この企業群は，個別の企業を見るかぎり，先に見た特定加工工程に専門化した高度の加工技術を 

保 有 す る 第 3 の企業群と異なり， 特別の熟練や高度の加工技術を保有しているとはいえない。 この 

企 業 群 の 企 業 に はメ力 トロ機器を導入している企業も多いが， その場合でも他の地域の小企業の場 

合と大きく異なるような意味での先端的利用を実現しているとはいえない。 例えば， G 社は大田区 

で熟練技能者である親子2 名で機械加工を行なっている企業であるが，保有している機械の転造盤 , 

旋盤， フライス盤のいずれもが沉用工作機械である。主とし て 建 設 用 機 械メーカーの一次下請企業 

から機械加工を受注しているのであるが， そ の 加 工 内 容 はN C 工作機械用としても十分なロット規 

模 で 無 い よ う な 少 量 生 産 も の で あ る （大田区，1989, P.119) 。

これらの企業の特色は，個別の企業の技能にあるというよりも，全体で見たときの大量存在と，

多後な加工に専門化していること， そして相互の横の緊密なつながりの存在にある。 大田区だけで 

この企業群に属すと見られる企業が5 千 以 上 あ る と 見 る こ と が で き る 〔大田区，1986, P.15) 。 この 

多数の企業が切削加工を中心に多様な加工分野へ特化している。 しかも，切削加工に特化している 

企業の中でも， さらにそれぞれが得意な分野，例えぱ大口径の旋盤加工， あるいは平削り盤加工と 

い っ た 形 で 専 門 化 が 進 ん で い る （渡辺，1979, P.79) 。

以上のような小零細企業の大量存在と専門加工特化の状況とを前提として， 小零細企業は相互の 

横のつながりを持っている。 そ れ は 「仲間」 と呼ばれ， 同業加工業者や関連加工業者10名前後から 

なり， そ れ ぞ れ の 企 業 が 独 ま の 「仲間」 を持っている。そ れ ゆ え 「仲間」 は折り重なり， 小零細企 

業の網の目の横のつながりが形成されている。 こ の 「仲間」 は， 小零細企業間の情報伝達の役割を 

果たすだけではなく，狭い分野の加工に専門化し， 限定された加工能力しか持たない小零細企業の 

加工能力を，質的と量的双方の面で相互に補完する役割を果たす。 しかも重要なのは，先に見たォ 

ーガナイザ一的下請中小企業が地域の小零細企業を動員するさいの核となるのと異なり， 「仲間」 

取 引 は基本的には双方から発注し受注する関係である点である（渡辺，1979, pp. 90-92) 。

こ のように多様な加工分野へ専門化した大量の小零細企業が「仲間」 を媒介として相互につなが 

ることにより， これらの小零細企業層は， どんな加工内容の受注でも， どのように少量な受注であ
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ろうとも，迅速に対応し加工し納入していくことが可能となる。これらの企業に発注する側から見 

れぱ，技術的に特別な加工内容ではないが，必要に応じて必要なだけいつでも，そして必要なとき 

だけ利用できるという，他の地域では得ることのできない特別の便宜を享受することができるので 

あ る （渡辺，1979, p.93)0

この企業群の企業の受注の広がりをみると，従業者数名の規模層で特にそれ以上の規模層と比ぺ 

て狭いものとなっている。例えぱ，大田区の場合，従業者1〜 3 名の規模層では，受注先企業の94 

% までが東京と神奈川に立地する企業である。それが4 〜 9 人規模層では7 7 % , 10〜19人規模層で 

72%であるのと比較して， 受注先企業の地域的広がりが顕著に狭いことが理解されよう（大田区， 

1986, P .150)0

( 3 ) 京浜の機械工業集積の機能と4 つの企業群

以上4 つの企業群が京浜の機械工業の工業集積を構成することにより，この工業集積は他の地域 

には見られない独自の機能を保有する存在となっている。 この独自の機能により，他の機械工業集 

積とそして他の地域の;^械工業中小企業に対し差別化し，京浜地域の高地価と高労賃のもとで，エ 

業集積としての活力を保持しているのである。

他の地域の機械工業中小企業と京浜のこの工業集積を差別化している内容について，関氏の言葉 

を借り端的に表わせば，r独自かつ高度な工業集積として機械金属工業に関するあらゆる要請に応 

えられる形を内面化している」（関，1988, p.9 5 )ことである。 すなわち， 工業ま積全体として，多 

様な種類の少量生産あるいは単品生産で高度技術を必要とするような機械や加工の需要に对して， 

迅速かつ相対的に低コストで対応できることに， 他の地域の機械工業（中小）企業と異なる点が存 

在する。

このような工業集積としての独自の機能を直接的に体現しているのは，第 2 の企業群と第3 の企 

業群である。第 2 の企業群は隙間市場の担い手として，主として多種多様な少量生産型の産業用機 

械を，全国あるいは世界市場を対象に生産供給している。これらの企業の中には特定の隙間市場の 

寡占企業も多く存在する。他方，第 3 の企業群も，多様な分野に専門化した加工特化の高度専門加 

エ技術保有企業群であることにより，どのような種類の高水準の加工にでも，どのような少量でも 

対応可能である。技術水參の高さ，専門加工分野の多様さや幅の広さ，加工専門化企業の数の多さ 

力；，京浜地域を越え関東圏を中心にしながらも，それを越えた広範囲の地域の企業• 工場から仕*  

を受注することを可能にしている。

この二つの企業群が大規模に存在することが，他の機械工業集積地域とは異なり，量産型の大規 

模工場が他地域に流出し，顕著な減少傾向を示しているにもかかわらず，工業集積地域を大幅に越 

えた範囲から仕* を集めることを可能にしている。この工業集積にとって見た場合の需要は，第 2, 

第 3 , 第 4 の企業群内部あるいは相互間の需要を別とすれぱ，上述した第2 , 第 3 の企業群が広域 

的に確保している需要と， 第 1 の企業（工場）群である大規模企!！の研究開発•試作等に関連した 

外注利用としての需要である。このような需要が総量として大量であり，かつ個別の需要としては
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極めて変動の大きなものであるが，総量としてはかなり安定的に拡大していること力 ’S この工業集 

積の， 日本の機械工業の癸展に連れての発展を可能としているとみることができる。

さらに， 第 2 , 第 3 の企業群が， この特色ある需要に対応可能であるのは， 第 4 の企業群を含め 

た京浜の機械工業の集積のあり方に依存している。すなわち， 第 2 の企業群が少量需要でかつ変化 

や変動の激しい産業用機械等の隙間市場での生産が可能なのは， 第 3 , 第 4 の企業群を自在に使う 

ことができるからである。 必要なときだけ必要な量，必要な技術水準の多様な加工企業を利用する 

ことにより， 中小規模の完成品機械メーカーは， 社内には必要最低限の機能のみを持てば存立でき 

ることになる。 もちろん， この場合の必要最低限の機能は，企業により大きく異なり，設 計 •開 発  

• 検査機能のみを持つ企業から，主要加工機能や組立機能も内部にもつ企業まで多様である〔渡辺， 

1989, PP.13-18)。 要は，京浜の工業集積内に立地することが， 第 2 の企業群において， 自社の状況 

に応じて内部化する機能を最低限に抑え，変化や変動に対して， より身軽に対応することを可能に 

するということである。

第 3 の企業群においても，工業集積に立地することは決定的な意味を持つ。すなわち，高度な技 

術を持つ企業であっても特定工程に専門化しているため， 自社が得意とする加工工程以外は周辺の 

関連工程企業に依存する必要がある。 質的補完の側面である。 さらに，量的に変動が多く， 加工対 

象の変化も激しいことから， 得意とする加工分野についても，半端なものや自己の能力を超える受 

注部分について，外注利用する必要が出てくる。量的補完の側面といえよう。 前者の質的補完はど 

ちらかといえぱ第3 の企業群相互の補完関係が中心となる。 それに対して後者の量的補完について 

は 第 4 の企業群，小零細企業の利用が中心となる。 半端な仕事や， 加工方法としては同様であるが 

高 度 な 加 工 機 械 . 技術を必要とせず沉用機等の従来型の機械ですむ部分については， 第 4 の企業群 

に外注される。 また，逆に従来型の熟練労働が必要であるがゆえに， 第 4 の企業群に外注される場 

合 も 存 在 す る （渡辺，1988, p. 35)o

こ の ように第1 , 第 2 , 第 3 の企業群から発生する半端な変動や変化の大きな需要の最終的な受 

け皿が， 第 4 の企業群である。 この企業群は， 先 に 指 摘 し た 「仲間」 関係を利用することにより， 

総量としては大量に存在する需要だが，個別には半端で変動や変化が激しい需要に対応することが 

可能となる。 総量としての大量性を生かしているといえる。 このことにより，京浜の機械工業集積 

の独自の機能発揮の一 '̂̂ 3の重 要 な 基 盤 と な っ て い る の で あ る （渡辺，1979, pp. 100-101) 。

以上のように，四つの企業群が工業集積を構成することにより，京浜の機械工業の集積は独自の

機能を持つことができている。 第 4 の企業群の多くの企業に見られるように， 従来型の沉用機械を

使用し先端技術とは全く縁の無いような企業を含め， この工業集積の独自機能は維持されているこ

とを注意すべきである。 先端的な部分の企業のみに言目し， それらの企業が存立しうる基盤として
C7)

の非先端的企業の存在の不可欠性が，鬼角忘れられがちである。

逆に見れぱ， 第 4 の企業群の中の多くの企業は，個別企業としては差別化に成功していない企業 

が多いということになる。企業経営として見れば実に不安定な企業であり，業主にとっての就業の
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条 件 も 相 対 的 に 悪 い 企 業 群 で あ る （渡辺，1979, p . 9 5 ) o これらの企業は， それ故に立地条件の変化  ̂

例えば地価の高騰などの影響をもっとも受けやすく，企業群としても将来的に不安定な存在である。 

現に大田区等で後継者難や先行き見通し困難から廃業している企業の多くは， この企業群に属して 

いる。 し か し こ の 企 業 群 が 大 き く 崩 れ る こ と が あ れ ば ，京浜の機械工業の工業集積全体の独自の 

機能は，維持し難いものとなる。 先端的な企業も， その競争力を支える大きな柱の1 つを失うこと 

になる。 大田区の最新の報告*  (1989, pp. 96-99)が指摘している点も， まさにこの点なのである。

5 山脈的構造把握と地域視点の組み込み—— 京浜の機械工業集積を例に——

3 までの議論をふまえ， 4 で京浜地域の機械工業集積の具体的な内容と意義を素描した。 その素 

描を通して明らかにされたこと，確認されたことを整理し， 山脈的構造型把握への工業集積といっ 

た地域視点の組み込み方についての示唆をまとめ，本論文の稀め括りとする。

素描を通して何よりも明らかにしたかった点は，地域的存在としての 京 浜 地 域 の 機 械 工 業 *積 に  

存立する機械工業企業群が， この工業集積内に立地するゆえに独自の機能を保有することを可能に 

されている， と い う 実 で あ る 。

第 2 の 企 業 群 で あ る 中 堅 • 中小企業の完成品機械メ一力一や第3 の企業群である特定加工に専門 

化した高度加工技術中小企業の場合には，個別企業として他の競争関係にある企業に对して独自性 

を持っている。 ま社開発製品を持つ隙間市場の寡占企業として，最先端の加工技術を導入し使いこ 

なしさらにはそれに自社開発した加工技術を付け加えている専門加工企業として， これらの企業群 

の企業は個別企業として差別化に成功しているということができる。

しかし， これらの企業の個別企業としての差別化は， 同時に工業集積外に立地した場合には， そ 

れを維持することが困難なものといえる。すなわち， 第 2 . 第 3 の企業群にとって差別化を生かし 

ていくために， 自在に利用できる第3 . 第 4 の企業群の近接存在が不可欠なのである。 それが利用 

できてこそ，変動の激しい隙間市場で生きることができ， 高度な専門化が可能となるのである。

さらに， 第 4 の企業群の場合には，個別企業として差別化できるだけの独自性は存在せず，基本 

的には工業集積内に多数の同様な企業とともに存立することそれ自体が，決定的な他地域の同様の

注 （7 ) 大田区の機械工業企業については， すでに関氏によって類型化が行なわれている （関，1988)。そ 

れによれば，「製品開発型企業」（同，P.110),「特殊な加工機能を内面化し」「全国レペルの多様な衆 
注主体」を相手とし「加工センター的機能を身につけた専門加工業者」（同，P.111),r環境諸条件変 
化等に十分に対応できないまま」の 「中小規模加工業者群」（同，P.112),「特殊化することにより存 
立基盤を確保しようとする部分」 と 「在来型の下請加工の形態のまま低迷」 している部分とからなる 
「数人規模の零細加工業者層」（同，P .1 1 2 )の 4 類型に分けられている。本稿での第1 の企業群は大 

企業であり，関氏の類望化の対象外である。第 2 の企業群が，ここでの最初の類型であり，第 3 の么 
業群が2 番目と3番目の類型にあたり，第 4 の金業群が4 番目の類型全体を指している。

一面において，関氏の類型化は本稿の類型をより詳しくしたものと見ることができる。 し か し 関  
氏は各類型の中の個別企業として独自性を持つ企業の存在を強調し，それと在来型の企業群との関わ 
り，その関わりを通しての在来型企業群の存在の重要性を理解していない。この点で類型相互間の関 
係を重視する本稿の理解と大きく異なるといえる。
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企業に対する差別化となっているといえる。 すなわち，特定加工に専門化した熟練労働主体の零細 

企業が’ 企 業 群 と し て 存 在 し 「仲間」 を媒介として複雑な連係を作り出すことにより， 少量生産 

の変動や変化の激しい加工需要に対し，迅速に相対的に安価に対^5していくことができる。 他地城 

の企業に比較して受注単価が高いのも， この企業群としての存在に依存している。

このように京浜地域の機械工業參積内に立地しているが故に存在する独自の機能に基づき， これ 

らの企業群の企業は， それぞれの市場で競争上の有利性を確保しているのである。 下請制について 

の山脈的構造型の把握との関連でこれを見れば，一つには， 隙 間 市 場 で の 中 堅 .中小完成品機械メ 

一力一という， 大企業分野ではない中小の頂きの存在と， それが下請企業に対して発注者としても 

つ意味の重要性が確認されたということである。

今— ：> は， こ れ ら の 中 堅 • 中小完成品メーカーと特定の下請企業層とが，個別企業間の関係とし 

てではなく，相互に層として補完関係にあるということである。 これは相互に全面依存する補完関 

係ではないが， しかし双方にとって重要な支えの一つとなるような関係といえる。 大企業が山脈的 

構造の中に，個別大企業として下請中小企業と従属的下請関係を軸としたピラミッド型の多層的下 

請利用構造を持っているのと対比される， 日本の機械工業の下請関係のあり方を考えていくときに 

重視されるべき関係といえる。

京浜地域の機械工業下請企業が工業* 積に立地するが故に独g の機能を持つという点を，下請企 

業間の競争関係という観点からみれば，次のようにいえる。首都圏の機械工業を中心に形成されて 

いる日本の巨大な機械工業の山脈的構造の中で，特 定 加 工 に関する下請企業の直接的• 準直接的な 

競 争 市 場 が 形 成 さ れ て い る （渡辺，1983/1984 (中)，pp. 26-28)。 それぞれの特定加工の市場で，京浜 

地域の機械工業に立地する下請企業は， この工業集積に立地するが故の差別性を持ちうるというこ 

とになる。個別企業のもつ独自性ではない競争上の差別性を与えるのが，工 業 *積 が 独 自 な 機 能 を  

もっ意味といえる。

地域視点を組み込んだが故に，個別企業が個別企業としてもつ独自性による差別性• 競争上の有 

利性や，低賃金労働力等の地域要因であるが個別企業として孤立的に利用可能性を持つ競争上の有 

利性とは異なる，特定の工業集積に立地するために得られる競争上の差別性.有利性が把握可能と 

なったのである。

機械工業における社会的分業構造を下請関係を軸に見ていくとき， 山脈的構造に地域視点を組み 

込んだ形で視座を設定することが何を可能にするか，京浜の機械工業：S 積を題材に見てきた。 これ 

までの下請制についての議論の多く力;，下請制の評価や特色付けにおいて多様でありながら，議論 

の設定の場は狭く，機械工業全体の中で位置付けることが困難な議論の設定であったといえる。 本 

稿で設定した視座は， それぞれの議論を位置付け評価するため， あ る い は 他■の下請関係と全体的 

な構造比較をするために， 有効な議論の場を提供すると考える。

もちろん， この議論の場を通して理解される日本の下請制は，下請制の一面を明確化する場を提 

供するに過ぎず， これと歴史的な視座とを組み合わせて，初めて日本の下請制とは何かについて，.
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特色の指摘に留まらないで議論することが出来ると考えている。この点を検討し，具体的に下請制 

を軸に日本の機械工業の社会的分業構造の構造と意味を解明することは，今後に残された課題であ 

る。さらには労働過程をめぐる問題や労務管理の問題との関係の中で，下請制！自保を位置付けてい 

くための梓組設定も，今後の課題として残されている。
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